
本研究では、特別支援学校小学部に在籍するダウン症児童１名を対象とし、攻撃行動及び恐怖感や
不快感を与える言語行動を減少させ、穏やかな言語行動と黙って見守る行動がより生起（増加）す
るように、長期研修派遣教員と行動コンサルテーションを実施し、その効果等について検討するこ
とを目的とした。攻撃行動等に関するアセスメントの後、介入では、分かりやすく端的な説明、活
動場所の明示等の事前対応の工夫、モデル提示等を含む代替行動への対応、環境設定の変更、さら
には保護者への複数の配慮と工夫等を行った。その結果、攻撃行動等は減少し、穏やかな言語行動
等は増加した。このような結果をもたらした要因として、第１著者による直接行動観察に基づく行
動問題の機能同定が必要であったこと、ダウン症の特性を活かした介入手続きが有効であったこと、
保護者が家庭で実践するための再現可能な手続き等に関する情報を盛り込んだことが有効であった
ことが示された。

公立特別支援学校小学部に在籍するダウン症児童への
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１　問題と目的
近年、特別支援学校に在籍する児童生徒数は増加傾向

にあり、令和元年度の在籍数は過去最多となった（文部
科学省，2019a）。在籍者数144,434人のうち、知的障害
のある児童生徒は80,528人で、特別支援学校入学の対象
となる他の４障害（視覚、聴覚、肢体不自由、病弱）と
比較すると最も多い（文部科学省，2019b）。知的障害
のある者のうち、約700人に１人という高い出生率を示
し（飯野，2020）、染色体異常によってもたらされる症
候群の１つであるダウン症候群（以下、「ダウン症」と
する）（竹井・今枝・鳥雲・菅野，2016）のある児童生
徒は、1979年の養護学校義務化当初より、全国の特別支
援学校に一定の割合で在籍している（佐藤，2018）。

学齢期のダウン症児は、友達との交流を好み、行動問
題が少なく適応は良好とされる一方、対応方法や生活環
境によっては、不適切な友達へのかかわり方、遊び方の
常同化・固定化、大人の注意を引くための行動問題が見

られる（菅野・玉井・横田・小島，2013）。また、佐藤
（2017）は、「ダウン症のある子どもへの現場教師の
アンケート」を実施し、ダウン症児の課題を理解（認知
面）、身体（健康・運動面）、情意（心理面）の３つに
分け分析した。その結果、「場面の切り替えが難しい」
「頑固さ」「乱暴な行動をとる」のような情意面の課題
が８割を占めていたと報告している。ここに示されてい
る「乱暴な行動をとる」のような行動問題等への対応を
含め、様々な教育課題に対応した教育を行うべく、文部
科学省は、特別支援学校教員の専門性を平成19年４月
の教育職員免許法改正において整理した（文部科学省，
2010）。それに伴い山口県は、総合支援学校（平成20
年度から特別支援学校の対象となる５つのすべての障害
の児童生徒を主要地域にある総合支援学校で受け入れる
こととし、新たな特別支援学校の形としてスタートさせ
ている）に勤務する教員の特別支援学校教諭免許状保有
率の向上を始めとして、総合支援学校における教員の専
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門性の確保と維持・向上を図っており、特別支援学校に
在籍する児童生徒一人ひとりの障害特性や個に応じた指
導に対応するためのより高い専門性を身に付けるととも
に、障害のある児童生徒一人ひとりに対してきめ細やか
な支援を行うよう求めている。

高い専門性の中でも、塩見・戸ヶ崎（2012）が指摘
するように、特別支援学校では、児童生徒の示す多様な
行動問題に対する指導法の確立が重要な課題となってい
る。また、教員にとって、行動問題への対応がストレス
やバーンアウト（Hasting & Brown，2002）、専門性に
関する自信の喪失（Westling，2010）の要因になりうる
ことも指摘されている。さらに、行動問題は数年に渡っ
て継続することも少なくない（清水・橋本・霜田・菅野，
2006）。このようなことから、特別支援学校に勤務する
教員の行動問題支援については、その困難を解決するた
め、今後もさらなる実践研究の蓄積が必要である。これ
までも特別支援学校に在籍する児童生徒の示す多様な行
動問題に対する支援の方法については重要視されてきて
おり、小笠原・守屋（2005）は，特別支援学校に在籍す
る児童の半数以上が何らかの行動問題を示すと報告して
いる。また、知的障害特別支援学校に在籍する児童生徒
の行動問題の出現頻度とコミュニケーション手段との関
係について検討し、行動問題の出現は他者とのコミュニ
ケーションの問題と関係が深いことを指摘している。ダ
ウン症児においても、言語発達の遅れや言語表出の遅れ
などにより、周囲とのコミュニケーションの困難さも報
告されている（脇田他，2020）。そのため、フラスト
レーションやネガティブな言動（癇癪や反抗、叱る）が
生じてしまうことについての報告もある（渡辺・飯島・
近藤，2000）。さらに、ダウン症児は一人ひとりが異な
る知的能力や行動特性、認知特性があり、様々な発達を
見せる（水田，2018）。現在、学校教育現場では、個々
の実態把握及び、得られた実態に応じた指導・支援が行
われている。しかしながら、水田（2018）によれば、日
本において、ダウン症児の言語・コミュニケーションの
発達や指導法に関する研究は多くないことが指摘されて
いる。これでは技術を学ぶ機会が少なく、指導が容易で
はないこともあるだろう。この現状に目を向けると、鈴
木（2012）が指摘しているように、学校教育現場にお
いて、多忙な教員が外部専門家の協力を得ず、単独で新
たな知識や技能を習得し、支援を実施することは、職務
上の負担が増大することとなり、非常に困難である。そ
こで、外部専門家や立場の異なる人々が支援方法や内容
について情報を提供し合い、また享受しあうための有効
な方法として「コンサルテーション」が重視されている
（鈴木・米山，2011）。なかでも、例えば、クライア
ント（学校教育現場では、児童や生徒）の行動上の問題

に対して、コンサルティ（教員や保護者等）とコンサル
タントが協働で応用行動分析学の技法等を用いて問題
解決にあたる「行動コンサルテーション」（Bergan & 
Kratochiwill，1990；加藤・大石，2004；鈴木，2010）
の適用が行動問題へのアプローチとして寄与できる可能
性が高いと考えられる。さらに、松岡（2010）は、「行
動コンサルテーション」の在り方について、コンサル
ティはABC分析の仕方やストラテジー・シートの作成の
仕方等について学び、今後は、コンサルティは「新たな
コンサルタント」に、同僚が「新たなコンサルティ」に
なることによって、複数の児童への適切な支援の適用が
期待されると述べている。自身の教育力を向上させると
ともに、将来的に起こりうる新たな行動問題への対応を、
自身がコンサルタントとなって解決する可能性もあるだ
ろう。

そこで、本研究では、特別支援学校小学部に在籍する
ダウン症児童１名を対象とし、特に行動問題が生起しや
すい授業中や休み時間に行動コンサルテーションを実施
し、その効果等について検討することを目的とした。

Ⅱ．方法
１．参加者

本研究には、公立Ａ特別支援学校（以下「Ａ校」）に
通う特別な教育的支援を必要とする児童１名（クライエ
ント）、その担任と副担任（コンサルティ）、当該地域
に設置された大学の教員養成学部において長期研修を
受けている研修教員（公立Ａ特別支援学校在籍：「見習
い」コンサルタント・第１著者）、さらにはその指導教
員であり、発達障害心理学・応用行動分析を専門とする
大学教員（第２著者）が参加した。
（１）クライエント

クライエントは、Ａ校に在籍する小学部３年生の女児
１名であった（以下「Ｂさん」とする）。Ｂさんは、就
学前に医療機関において、ダウン症との診断を受けてい
た。Ｂさんは、他児とのかかわりやコミュニケーション
を好む一方で、他児との予期せぬ接触があったり、思い
通りに行動できなかったりすると、攻撃行動（相手の身
体を叩く、押す、蹴る、自分の指で相手の目を突く等）
や暴言（「バカ！」「バカたれ！」）、強い指示の出し
方（「早くして！」「違う！」等）が多く見られた。そ
のため、Ｂさんを怖がる児童もおり、担任と副担任は交
代で、可能な限りＢさんと他児の間に身体を入れ、攻撃
行動を瞬時に阻止するようにしていた。家庭でも、妹や
両親に対し、攻撃行動や暴言、強い指示の出し方がみ
られるとの報告を受けていた。この行動によって、担任
や副担任から、肉体的精神的疲労を感じることが増えて
いるため、早急な行動改善をしてほしい旨の強い要望が
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あった。
（２）コンサルティ（担任及び副担任）

Ｂさんの担任で特別支援教育経験12年目の女性教諭で
あった。Ａ校での勤務は９年目で、校内外の研修会や書
籍からトークン・エコノミー法等の応用行動分析の技法
に関するごく基本的な知識を有していた。Ｂさんを含め
た児童６名を担任しているため、Ｂさんと１対１で接す
る時間が設定しづらい状況であった。Ｂさんに対しては、
「攻撃行動や強い言い方ではなく、穏やかな言葉で思い
を伝えたり、友達と関わったりしてほしい」という強い
願いをもっていた。そして、副担任もコンサルティとし
て参加した。
（３）コンサルタント（研修教員及び大学教員）

コンサルタントは特別支援学校担任経験15年で、教職
歴17年目の教員（以下、第１著者とする）であった。現
在、担任と同じＡ校に在籍しながら当該地域に設置され
た大学の教員養成学部で特別支援教育の長期研修（１年
間）を受けていた。発達障害心理学・応用行動分析学・
行動コンサルテーションを専門とする大学教員から行動
コンサルテーションの基礎について既習であった。本研
究においては、この大学教員から随時スーパーバイズを
受けながら、コンサルテーションを進めていった。
２．倫理的配慮

本研究開始前に、第１著者はＢさんの保護者、学校長
及び担任、副担任に対して、本研究について、文書及び
口頭説明に基づき同意を得た。ここで使用した文書には、
①特別な教育的ニーズをもつ子どもの現状、②本研究は
児童や教師（保護者）への支援プログラムの検討が目的
である、③したがって教師（保護者）の指導を批判する
ようなことはない、④研究の成果を公表することがある、

⑤その際には、プライバシーの厳守に努める、主として
以上のことが記載された。第１著者による説明後、関係
者（Ｂさんの保護者、学校長、担任、副担任）から第１
著者の説明に同意し、本研究への参加を希望する旨の回
答を得た。
３．標的行動

減らしたい行動と増やしたい行動を以下の（１）
（２）として設定し、標的行動とした。
（１）攻撃行動及び恐怖感や不快感を与える言語行動

休み時間や授業中に、例えば、友達や教師を叩く、蹴
る、突き飛ばす、目を突くなどの攻撃行動と、例えば、
「バカ！」「早くして！」などの暴言や強い指示の出し
方を「攻撃行動及び恐怖感や不快感を与える言語行動」
とし、表１に示した。
（２）穏やかな言語行動と黙って見守る行動

休み時間や授業中に、例えば、待ち時間が長いとき
「早くしてね～」などの「穏やかな言語行動」と、例え
ば、友達の行動が遅いとき「黙って見守る行動」とに分
け、その具体的内容を表２に示した（以下、穏やかな言
語行動、黙って見守る行動とする）。
４．セッティング

Ｂさん在籍教室（Ｂさんを含め、６名が在籍する知的
障害クラス）を使用した。第１著者は、Ｂさんから約２
メートル離れた、彼女から視界に入りにくい場所（教室
の後方）に位置した。なお、第１著者は必要に応じて他
児の学習支援をしながら、自然な形でＢさんの観察を
行った。
５．研究デザイン

本研究は、後述するベースライン期、介入１期、介
入２期、フォローアップ１期、フォローアップ２期の５

表１　攻撃行動及び恐怖感や不快感を与える言語行動

表２　穏やかな言語行動と黙って見守る行動
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フェイズから構成された。
６．データの記録方法

第１著者は、行事等のない通常日課の日（9:00～
13:30）にＢさんの直接行動観察を行い、記録用紙に記
入した。記録用紙には、「苛立ちや不快感のある嫌悪事
態の有無」「攻撃行動及び恐怖感や不快感を与える言
語行動の生起回数」「穏やかな言語行動と黙って見守る
行動の生起回数」「その他のＢさんの様子」「担任及び
副担任から提示された正の強化子」等を記入した。なお、
「苛立ちや不快感のある嫌悪事態の有無」はＢさんが行
動の直前に表情が硬直したと第１著者が判断したときに
「有」と判断した。また、穏やかな言語行動は、他者が
招いた嫌悪事態に対する「表情の硬直」が見られながら
も、「早くしてね」等と穏やかな言語行動が生起したと
判断した際にカウントした。さらに、黙って見守る行動
は、他者が招いた嫌悪事態に対する「表情の硬直」が認
められながらも、他者の方に無言で視線を送る行動が生
起したと判断した際にカウントした。
７．学校訪問期間

本研究は、Ｘ年７月～Ｘ年１月まで行われた。第１著
者は、ベースライン期からフォローアップⅡ期まで計13
回訪問した。
８．手続き
（１）ベースライン期：Ｘ年７月１日、９日、10日、14
日、16日の５日間測定された。この期間、第１著者から
担任に対して支援の助言や提案は行わず、Ｂさんに対し
て「普段通りに」対応してもらった。
（２）介入Ⅰ期：Ｘ年９月24日、10月７日、14日、21日、
29日の５日間実施された。介入Ⅰの直前に、第１著者は
ストラテジー・シート（図１　井上・井澤，2007参照）
を用いて、事前対応の工夫、代替行動への対応、攻撃行
動及び恐怖感や不快感を与える言語行動が起こった時の
対応等、例をあげながら説明した。ストラテジー・シー
ト中の【望ましい行動】は、介入Ⅰ期の段階では、例え
ば、モデリングやプロンプト等の直接的支援こそしない
ものの、その行動が自発した際には、穏やかな言語行動
が自発的に生起した時と同様の対応を行うよう伝えた
（図１）。その後、担任から支援（案）が提出され、一
部修正のうえで、これに従って担任が具体的支援を実
施した。第１著者は、担任に対して、例えば「攻撃行
動が起きてしまった時、Ｂさんの気持ちを代弁してくだ
さったおかげで、Ｂさんがスムーズに先生のモデルを模
倣することができましたね」「視覚支援を適宜取り入れ
て、説明の時間を短くされていましたね」などとフィー
ドバックを行った。
（３）介入Ⅱ期：Ｘ年11月４日のみ実施された。担任か
ら「パソコンの使用をめぐってＢさんと他児の間でトラ

ブルが生じる」、「ご褒美に関心をもたなくなった」と
いう報告があったこと、さらに、介入Ⅰ期で攻撃行動及
び恐怖感や不快感を与える行動が減少したものの、一定
数は生起していたことに鑑み、第１著者は、新たにパソ
コン・コーナーを設け、使用を一人ずつに限定すること
を提案した。また、バックアップ強化子の削除について
は、Ｂさんと担任が話し合い、合意が得られた時点で削
除することも併せて提案した（図１）。以上２点の提案
について担任からの同意が得られたため、実施した。
（４）フォローアップⅠ期：Ｘ年11月27日のみ測定され
た。ここでは、ベースライン期と同様に提案・助言は行
われなかったが、担任の意向から「適切な行動に対する
言語賞賛」「連絡帳と花丸シートによる支援」「パソコ
ンコーナーの設置」は介入期から継続した。
（５）フォローアップⅡ期：Ｘ年１月12日のみ、フォ
ローアップⅠ期と同じ手続きで測定した。
（６）事後インタビュー：フォローアップⅡ期の測定が
終了して１週間後に、担任、副担任の２名に対して事
後インタビューを実施した。「支援方法は有効であっ
たか」、「支援方法は負担になったか」等について尋ね、
回答を得た。
（７）連絡帳等に関する手続き：本研究では、家庭でも
「早くしてね～」「どんまい！」などの「適切な行動が
正の強化によって維持される条件を整備するため、以下
の手続きを用いた。
１）連絡帳とは別に「花丸シート」（図２）を毎日持ち
帰らせ、保護者に対して穏やかな言語行動と黙って見守
る行動の生起回数を示した。
２）穏やかな言語行動が生起したとき、例えば、言語称
賛などの強化子を与えた、などの担任の対応について具

図２　花丸シート

図３　連絡帳のご機嫌指数
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体的な行動のエピソードを取り上げて連絡帳に記入した。
３）家庭における支援の負担を考慮し、連絡帳にはこれ
までは文章で記入してもらっていたが、「ご機嫌指数」
を４段階（４が最良）で記入してもらうよう配慮を行っ
た（図３）。

Ⅲ．結果
１．攻撃行動及び恐怖感や不快感を与える言語行動の推
移

図４　攻撃行動及び恐怖感や不快感を与える言語行動

Ｂさんの攻撃行動及び恐怖感や不快感を与える言語行
動の推移を図４に示した。ベースライン期における攻撃
行動及び恐怖感や不快感を与える言語行動の生起回数は
７月１日25回、９日22回、10日８回、14日23回、16日
37回で平均生起回数は23回であった。その内容は、他児
に対して攻撃行動をとる（他児の身体を叩く、蹴る、目
を突く、突き飛ばす）、他児に対して強い指示の出し方
をする（「早く！」「違う！」「花丸あげない！」「遊
べない！」、「悪い！」）、でほぼ同等数生起してい
た。また、「バカ！」「バカたれ！」の暴言は平均２回
生起していた。担任はできる限りＢさんと他児の間に身
体を入れ、攻撃行動を未然に防ぐよう努め、暴言に対し
ては無反応でいたが、攻撃行動及び恐怖感や不快感を与
える言語行動平均値は高い値を示した。夏休みが明けた
介入Ⅰ期においては、攻撃行動及び恐怖感や不快感を与
える言語行動の生起回数は、９月24日７回、10月7日６
回、14日６回、21日目６回、29日目５回で平均生起回数
は６回であった。担任のストラテジー・シートに基づく
指導介入の実施後、攻撃行動及び恐怖感や不快感を与え
る言語行動の生起回数はベースライン期の約３分の１ま
で減少した。しかしながら、依然として一定数は生起し
ていた。介入Ⅱ期が開始されると、攻撃行動及び恐怖感
や不快感を与える言語行動の生起回数は１回となり、介
入Ⅰ期より更なる減少を示した。フォローアップⅠ期で
は、攻撃行動及び恐怖感や不快感を与える言語行動の生
起回数は１回で、フォローアップⅡ期も２回であった。

２．穏やかな言語行動の推移

図５　穏やかな言語行動

Ｂさんの穏やかな言語行動の推移を図５に示した。
ベースライン期における穏やかな言語行動の生起回数

は７月１日３回、９日５回、10日６回、14日４回、16
日３回で平均生起回数は4.2回であった。その内容は、
「（同学級児童に）○○さん、すごいね～」「貸してね
～」などであった。担任は、穏やかな言語行動が生起
した際には、花丸を提示したうえで、言語称賛もあわせ
て行っていた。介入Ⅰ期においては、穏やかな言語行動
の生起回数は、9月24日２回、10月7日１回、14日７回、
21日12回、29日目７回で平均生起回数は5.8回であった。
ベースライン期の平均生起回数と比較すると微増であっ
たが、その内容は、攻撃行動及び恐怖感や不快感を与
える言語行動の代替行動として挙げた、「どいてね～」
「早くしてね～」「どんまい！」などであった。

介入Ⅱ期が開始されると、穏やかな言語行動の生起回
数は14回と倍増した。フォローアップⅠ期では、穏やか
な言語行動の生起回数は10回であった。フォローアップ
Ⅱ期では、穏やかな言語行動の生起回数は、６回と微減
であったが、一定数生起していた。
３．黙って見守る行動の推移

Ｂさんの黙って見守る行動の推移を図６に示した。
ベースライン期から介入Ⅰ期の１日目である、９月24日
までは全く生起しなかった。しかしながら、10月7日２
回、14日２回、21日４回、29日５回と確実に増えていっ
た。

介入Ⅱ期が開始されると黙って見守る行動の生起回数
は11回と倍増した。

フォローアップⅠ期では、黙って見守る行動の生起回
数は９回であった。フォローアップⅡ期における生起回
数は７回であった。

以上のように、攻撃行動及び恐怖感や不快感を与える
言語行動が減ると同時に、穏やかな言語行動と黙って見

図中の「穏やかな言語行動」は、他者が招いた嫌悪事態に対す
る「表情の硬直」が認められながらも、「早くしてね」等と穏
やかに行動が生起した際にカウントした。
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守る行動が生起するようになり、ある程度以上は維持さ
れたことから、第１著者は、担任と協議のうえで本研究
を終了することとした。
４．途中経過で得られたエピソード記録によるＢさんの
変容

担任からＢさんのその他の様子について、週１回程度、
コミュニケーションアプリを通して伝えられた。それら
の結果を表３に示した。
５．事後インタビュー

事後インタビューの結果を表４に示した。担任より、
今回の取組みが、Ｂさんにとってとても有効であったこ
とやクラス全体にとっても効果的であった旨の回答が得
られた。

Ⅴ．考察
本研究では、特別支援学校小学部に在籍するＢさんの

攻撃行動及び恐怖感や不快感を与える言語行動を減少さ
せるため、また、穏やかな言語行動と黙って見守る行動

を増加させるための行動コンサルテーションの効果等に
ついて検討することを目的とした。

本研究の結果、図４～６に示した通り、Ｂさんの授業
中や休み時間における攻撃行動及び恐怖感や不快感を与
える言語行動の出現頻度は、ベースライン期より減少し、
介入Ⅱ期、フォローアップⅠ、Ⅱ期においては、１～２
回へと激減した。一方で、穏やかな言語行動と黙って見
守る行動は、多少の増減はありながらも、確実に増加し
ていった。このことからも、本研究で用いた指導介入が
有効であったと考えられた。さらに事後インタビューの
結果から、本行動コンサルテーション実践は家庭におい
ても一定の効果があったことが示された。これらのこと
について、以下に論じた。
１．ABC機能分析の重要性

本研究では、Gresham, Watson, and Skinner（2001）
が奨励した、先行状況（Ａ）、問題行動（Ｂ）、対応や
結果（Ｃ）を観察し、記述的に記録するABC機能分析
を用いて、行動の機能に着目する方法を用いたが、やは
りこのことが奏功したと言える。塩見・戸ヶ崎（2012）
によれば、学校教育現場では、児童生徒の行動問題に
対する早期の指導を意識するあまり、十分なアセスメン
トを実施せずに指導を始めてしまうことがある。本研究
に関しても、ＢＬ以前は、担任からＢさんの行動問題は
友達や教師からの注目要求機能を有するのではないかと
いう旨のコメントを得ていた。また、「他者への攻撃行
動等をどうにかして改善をしたい」と述べていた。そこ
で、第１著者が直接行動観察を行ったところ、担任の考
えとは異なり、これらの行動の機能は「逃避」であると
判断された。そして、この結果を基に作成した図１に従
い、先行子である嫌悪事態を減少させたこと等が奏功し、
他者への攻撃行動等を制御できたと考えられた。つまり、
例えば、待ち時間を短くするという先行子操作を行った

図６　黙って見守る行動
図６の「黙って見守る行動」は、他者が招いた嫌悪事態に対す
る「表情の硬直」が認められながらも、他者の方を無言で視線
を送る行動が生起した際にカウントした。

表３　エピソード記録によるＢさんの変容

― 179 ―

ダウン症児童への行動コンサルテーション実践



結果、攻撃行動等の大幅な減少につながったわけである。
以上のことから、学校教育場面で、行動問題を減少させ
るための支援を行う際、ABC機能分析のように客観的分
析結果に基づいた指導介入を行うことは必要不可欠であ
ると考えられた。
２．行動特性に適合した指導介入

本研究では、ダウン症のＢさんの行動特性を活かした
指導介入を導入した。ダウン症児は「模倣力に優れる」
と言われてきた（例えば、斉藤・山下，1978）。このこ
とを考慮し、担任の音声モデルを模倣させ、即時フィー
ドバックする指導介入を行った結果、穏やかな言語行動
が増加したと考えられた。一方、黙って見守る行動につ
いては、当該の行動が生起した際に即時フィードバック
するといった結果操作のみを行ったところ、生起回数が
全体として増加傾向にあった。その理由として、これら
の介入方略を実施する間、Ｂさんは担任の音声モデル
も、動作モデルのような非音声モデルでも、担任を模倣
すると強化されることを学習したためであると考えられ
た。また、表３において担任による、今回の取り組みを
通して、他児もＢさんの適切な言語行動を模倣する様子
がみられ、クラス全体にとってもよかった旨のコメント
からも集団で学習を行う学校教育場面では、上記のよう
に模倣を得意とするダウン症の特性を活かした指導介入
を行うことは、他児にとっても効果的なものとなり得る
ことが示された。
３．連絡帳の活用

家庭においても、攻撃行動等が減少し、穏やかなそれ

が増加した（表３）。さらに、連絡帳の保護者記載欄に、
優しい言い方や接し方ができたとき、家庭でもほめるよ
うにしているといった旨の記載があった。すなわち、学
校場面において生起した適切な言語行動が、家庭場面に
おいても生起したわけである。その理由として、先述し
た手続き（（７）連絡帳等に関する手続き）により、保
護者が担任と同じ対応を行った結果、当該の行動が生起
したと考えられた。文部科学省（2017）は、特別支援
学校学習指導要領の中で、学校と家庭との緊密な連携が
必要であるとし、学校教育と家庭教育が相互に関連性を
もって協働する重要性を示唆している。その手段のひと
つとして挙げられる連絡帳は、担任と保護者が継続的か
つ迅速に連携できる数少ないツールのひとつである。し
かしながら、連絡帳は、そこに表された情報をどのよう
に解釈するかは読み手に任されている（阿部・佐々木・
松田，2018）。そこで、本研究において使用した連絡帳
には、例えば、「適切な言い方で伝えることができまし
た」のような子どもの行動的事実に関する記述のみでは
なく、「『どいてね～』と優しく言えたので、花丸シー
ルを渡しながら、『上手に言えたね』とフィードバック
すると、笑顔になりました」のように、子どもの行動に
対する担任からの複数の結果操作、さらに、それに対す
る子どもの反応を含めた、具体的手続きとその効果につ
いても記載した。これらの結果から、学校と同じ手続き
等を保護者が家庭で実践することが可能になったと考
えられた。この事実に鑑みると、本研究で行ったように、
連絡帳には、保護者が家庭で実践するための再現可能な

表４　担任・副担任への事後インタビュー
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具体的手続き等に関する情報を盛り込むことが必要であ
ると考えられた。
４．フォローアップⅠ・Ⅱ期において穏やかな言語行動
と黙って見守る行動が減少した理由

まず、当該の２つの行動は、表情の硬直が「有」と判
断されたときのみ、生起回数をカウントしていることを
確認したい（図５と６）。担任から「Ｂさんは今までイ
ライラしていたであろう場面でも、そうしなくなった」
とのコメントが得られた。このことから、介入Ⅱ期まで
は、表情が硬直し、嫌悪事態が「有」と判断された場面
でも、フォローアップⅠ・Ⅱ期では、表情の硬直そのも
のがなくなったと考えられた。その理由として、Ｂさん
は、ほめられること、つまり正の強化子が得られ続けた
結果、担任や他児との対人関係が良好となり、心理的に
も安定した可能性が示唆された。澤口・渋谷（2014）
は、「ほめ」に関する心理学的動向の中で、「ほめ」な
どの自己を認めてくれることが対人関係に影響する、あ
るいは、自分の書いた文章を肯定的に評価した相手に対
しては攻撃性が抑制される（Twenge, Baumeister, Tice, 
＆ Stucke,2001）といったように、対人関係についての
「ほめ」は、その関係維持の役割を果たすと述べている。
本研究においてもこのことが支持されたと考えられた。
５．長期研修制度を活かした行動コンサルテーション

表４に示したとおり、担任も副担任もさほど負担なく
参加可能であったと考えられた。また、両者から今後
の子どもたちへの接し方について、行動には必ず理由
があることやその理由を明確にしたうえで支援を行っ
ていきたい旨のコメントが得られた。さらに、事後イ
ンタビューの結果から、担任はABC分析の仕方につい
て一定程度習得し、これを基に支援していることが推
察された。今後は、担任が「新たなコンサルタント」
に、同僚が新たな「コンサルティ」になり、複数の児童
への適切な指導介入の実施が期待されるとする、松岡
（2010）の主張のような展開を期待したい。なお、介
入途中、データを示しながらＢさんの変容を伝えた。こ
のようなパフォーマンス・フィードバックは、米沢谷・
守屋（2020）や米沢谷・柘植（2020）が指摘するよう
に、担任が効果を実感し、他の児童への支援も自発的
に実行することにつながったと考えられた。次に、本研
究においては、第１著者がコンサルタントを担当した点
がその効果に大きく関係したと考えられる。表３からも
分かるように、担任は第１著者にメールやアプリ等を通
して連絡を行っていた。このことは、双方が同僚であり、
児童等の情報が得やすい等、第１著者が学校文脈にお
いて適応しやすいことが奏功した。さらに、新型コロナ
の影響で、オンライン会議システム等が普及したことに
より、コンサルタントが来校しない日でも、情報交換を

含め、効率的な情報交換が実現した。このように、本研
究が担任の肯定的評価を得たのは、以前から第１著者が
担任と交流があったことや第２著者に随時指示を仰ぎな
がらすぐに専門的知識を得ることができたことが大きく
影響したと考えられた。すなわち、Erchul and Martens
（2002）の指摘するコンサルタントへの「親しみやす
さ（参照力）」と「知識を有しているかどうか（専門
力）」の重要性について、本実践においても支持された。
今後も長期研修制度を活かした行動コンサルテーション
実践による継続的支援が期待される。
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